産業廃棄物・特別管理産業廃棄物
収集運搬業の許可申請様式
（令和５年３月改訂）
[image: image1.png]



三　　　重　　　県

許可申請の種類と様式及び添付書類
　申請される許可の種類ごとに、下記の申請書及び添付書類を提出してください。
	提　　出　　す　　る　　書　　類

	産業廃棄物収集運搬業　新規
	産業廃棄物収集運搬業　更新
	産業廃棄物収集運搬業　変更
	特別管理産業廃棄物収集運搬業　新規
	特別管理産業廃棄物収集運搬業　更新
	特別管理産業廃棄物収集運搬業　変更

	産業廃棄物収集運搬業許可申請書（１～３面）
	○
	○
	
	
	
	

	産業廃棄物処理業の事業範囲変更許可申請書（１～３面）
	
	
	○
	
	
	

	特別管理産業廃棄物収集運搬業許可申請書（１～３面）
	
	
	
	○
	○
	

	特別管理産業廃棄物処理業の事業範囲変更許可申請書（１～３面）
	
	
	
	
	
	○

	添　　　　　　　付　　　　　　　書　　　　　　　類

	１　事業計画の概要を記載した書類【様式１－１】
	○
	△
	○
	○
	△
	○

	　　　　　　　　　　　　　　　【様式１－２】
	○
	〇
	○
	○
	〇
	○

	　　　　　　　　　　　　　　　【様式１－３】
	○
	△
	〇
	○
	△
	〇

	　　　　　　　　　　　　　　　【様式１－４】
	○
	△
	〇
	○
	△
	〇

	２　・運搬車両の写真【様式２】

・運搬車両の自動車検査証の写し
（電子車検証の場合は、自動車検査証記録事項を添付）
　　・借入車両の場合はその賃貸借契約書等の写し（注１）

・事業施設（事務所、事業場、駐車場）付近の見取図
	○
	
	
	○
	
	

	３　・運搬容器等の写真【様式３】
	○
	△
	△
	○
	△
	△

	４　申請者が法人である場合

　・定款又は寄附行為

　・商業登記簿謄本（履歴事項全部証明書）
	○

注２
	○

注２
	○

注２
	○

注２
	○

注２
	○

注２

	５　申請者が個人である場合

　・住民票（本籍地記載のもの）
　・精神の機能の障害により廃棄物の処理の業務を適切に行う
に当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うこ
とができない者に該当しないかどうかを審査するために必
要と認められる書類（注３）
	▲

注２
	▲

注２
	▲

注２
	▲

注２
	▲

注２
	▲

注２

	6 事業を行うに足りる技術的能力を説明する書類

・公益財団法人日本産業廃棄物処理振興センターが行う産業廃棄物・特別管理産業廃棄物処理業の許可申請に関する講習会（収集運搬過程）を修了した者にあっては、その新規講習会修了証又は更新講習会修了証の写し

（各申請に有効な修了証については手引Ｐ1,2を参照）
	○
	○
	○
注４
	○
	○
	○
注４

	７　申請者が法第14条第５項第２号イからヘまでに該当しない者であることを誓約する書面【様式４】
	▲
	▲
	▲
	▲
	▲
	▲

	提　　出　　す　　る　　書　　類
	産業廃棄物収集運搬業　新規
	産業廃棄物収集運搬業　更新
	産業廃棄物収集運搬業　変更
	特別管理産業廃棄物収集運搬業　新規
	特別管理産業廃棄物収集運搬業　更新
	特別管理産業廃棄物収集運搬業　変更

	８　申請者が法第14条第５項第２号ハに規定する未成年者である場合

　・法定代理人の住民票（本籍地記載のもの）

・法定代理人の精神の機能の障害により廃棄物の処理の業務を適切に行うに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を
適切に行うことができない者に該当しないかどうかを審査
するために必要と認められる書類（注３）
	▲

注２
	▲

注２
	▲

注２
	▲

注２
	▲

注２
	▲

注２

	９　申請者が法人である場合 

・法第14条第５項第２号ニに規定する役員の住民票

（本籍地記載のもの）

・同役員の精神の機能の障害により廃棄物の処理の業務を適切に行うに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者に該当しないかどうかを審査するために必要と認められる書類（注３）
	▲

注２
	▲

注２
	▲

注２
	▲

注２
	▲

注２
	▲

注２

	１０　申請者が法人である場合において、発行済株式総数の百分の五以上の株主又は出資の額の百分の五以上の額に相当する出資をしている者があるときは、これらの者が
個人である場合には住民票（本籍地記載のもの）及び精神　　　　
の機能の障害により廃棄物の処理の業務を適切に行うに当
たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことが
できない者に該当しないかどうかを審査するために必要と
認められる書類（注３）、
法人である場合には商業登記簿謄本（履歴事項全部証明書）
	▲

注２
	▲

注２
	▲

注２
	▲

注２
	▲

注２
	▲

注２

	１１　申請者に令第６条の10に規定する使用人がある場合（注５）には、

・その者の住民票（本籍地記載のもの）
・その者の精神の機能の障害により廃棄物の処理の業務を適切に行うに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者に該当しないかどうかを審査するために必要と認められる書類（注３）
	▲

注２
	▲

注２
	▲

注２
	▲

注２
	▲

注２
	▲

注２

	１２　事業の開始に要する資金の総額及びその資金の調達方法を記載した書類【様式５】
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	１３　申請者が法人である場合

　　・直前３年の各事業年度における貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注記表

・直前３年の法人税の納付すべき額及び納付済額を証する書類（法人税の確定申告書（別表一、別表四）の写し
（注６）及び納税証明書（その１））
	○

注７
	○

注７
	○

注７
	○

注７
	○

注７
	○

注７

	１４　申請者が個人である場合

　　　・資産に関する調書【様式６】

　　　・直前３年の所得税の納付すべき額及び納付済額を証する書類（所得税の確定申告書の写し及び納税証明書（その１））
	○

注７
	○

注７
	○

注７
	○

注７
	○

注７
	○

注７

	 １５　経理的基礎に係る追加書類が必要な場合

　　   ・手引きＰ36以降に掲げる書類【書式１～３、必要に応じ
て経営診断書等】
	○

注８
	○

注８
	○

注８
	○

注８
	○

注８
	○

注８

	提　　出　　す　　る　　書　　類
	産業廃棄物収集運搬業　新規
	産業廃棄物収集運搬業　更新
	産業廃棄物収集運搬業　変更
	特別管理産業廃棄物収集運搬業　新規
	特別管理産業廃棄物収集運搬業　更新
	特別管理産業廃棄物収集運搬業　変更

	 １６　その他
・他都道府県市において許可を取得している場合、その許可証の写し（現に有効なものを１通）
	○
	
	
	○
	
	

	・現在取得している許可証（本県分）の写し
	
	○
	○
	
	○
	○

	・代理人が申請する場合、委任状
	○
	○
	○
	○
	○
	○


「○」の書類は、必ず必要な書類となります。

「△」の書類は、その内容に変更がない場合は省略できます。詳細は手引Ｐ20をご覧ください。

「▲」の書類は、「先行許可制度」を活用した場合に省略できます。詳細は手引Ｐ７をご覧ください。

注１） 自動車検査証（電子車検証の場合は、自動車検査証記録事項）の記載情報から申請者が当該車両の所有権又は使用権を有することを確認できない場合（所有者及び使用者のどちらも申請者以外の者の場合）は、当該車両の自動車検査証等に加えて賃貸借契約書等の写しを提出してください。
また、自動車検査証等の所有者と使用者が異なり、申請者が当該車両を使用者から借入する場合は、当該所有者と使用者間の貸借契約等において、転貸が禁止されていないことが確認できる書類の提出を求めることがあります。
注２） 住民票、商業登記簿謄本（履歴事項全部証明書）、納税証明書、登記事項証明書（登記されていないことの証明書：東京法務局が交付する成年被後見人、被保佐人とする記録がないことを証明する書類。以下同じ。）等、発行日のある添付書類については、原則申請日以前３ヶ月以内に発行された最新の情報のものを添付してください。
なお、これらの書類は、原本を提示していただくことで、写しによる提出を可とします。（原本はその場で返却します。）
注３） 「精神の機能の障害により廃棄物の処理の業務を適切に行うに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者に該当しないかどうかを審査するために必要と認められる書類」として、登記事項証明書（登記されていないことの証明書）を添付してください。これによらない場合、医師の診断書、認知症に関する試験結果等を添付してください。
注4） 変更許可申請の場合、本県における直前の新規又は更新許可申請時以降に有効な講習会修了証を添付してください。（変更許可申請時での有効期限は問いません。）

注５） 政令使用人が存在する場合は、政令使用人であることの申立書（任意様式）を提出してください。ただし、商業登記簿謄本に記載されている支店の代表者である場合は、申請書（３面）の記載で足りることとします。
《申立書の記載例》

【所長、工場長等（役職）：〇○○○（氏名）】は、継続的に業務を行うことができる施設を有し、かつ、廃棄物の収集又は運搬の業に係る契約を締結する権限を有する者を置く【〇○営業所（〇〇市〇〇番地〇）（※本店以外の所在地）】の代表者であることを証明する。

注６） 確定申告書について、修正申告をしている場合は、修正確定申告書の写しを添付してください。
注７） 直近３年分の経理書類が提出できない場合は、申立書（任意様式）を提出してください。
注８） 法人は決算の、個人は資産等の状況によって、追加書類の提出が必要な場合があります。また、営業実績が３年未満の場合は、追加書類の提出が必要です。（手引Ｐ35「経理的基礎の審査に係る書類について」参照）
なお、経理的基礎の審査の考え方については「産業廃棄物処理業等許可に係る経理的基礎の審査ガイドライン」を参照してください。
※郵送による許可証の送付を希望される場合、４６０円分の切手を貼った返信用封筒（簡易書留）又はレターパックプラスをご提出ください。

許可申請用チェックシート
	会社名
	

	ご担当者名
	

	TEL
	
	E-mail
	


本チェックシートを添付の上、許可申請書を提出してください。

	
	チェック項目

	· 
	・三重県収入証紙
申請手数料
新規
更新
変更
普通収運
81,000円
73,000円
71,000円
特管収運
81,000円
74,000円
72,000円
※申請においては三重県収入証紙のみの取り扱いとなります。

	· 
	・講習会修了証は有効期限内のものか。
該当
新規講習：５年以内

更新講習：２年以内

※更新講習にあっては、当該修了者の過去の新規講習修了年月日
（　　　　　　年　　 月 　　日）

※詳しくは「産業廃棄物・特別管理産業廃棄物収集運搬業の許可申請の手引（Ｐ1,2）」をご覧ください。

	· 
	・経理的基礎を有しているか。
（法人の場合）
（どちらかに〇を付けて
ください。）
直前期の
自己資本比率
＋ ・ －
経常利益
（３年平均）
＋ ・ －
当期純利益
（３年平均）

＋ ・ －

※法人の場合で、直前期の自己資本比率が０％未満（債務超過）で、経常利益（３年平均）・当期純利益（３年平均）がともにマイナスの場合は、原則、不許可になります。

	· 
	・先行許可制度の活用の有無
あり　・　なし
※「あり」の場合は、先行許可証を提示（原本を提示したうえで、写しを提出）し、先行許可証申請時の申請書（１～３面）の写しを添付してください。

	· 
	・更新申請における様式１－１・１－３・１－４、様式３の省略の有無
省略した様式を〇で囲んでください。
様式１－１、様式１－３、様式１－４、様式３

※「省略あり」の場合は、様式の内容に変更がないことを確認した上で、下欄に「変更なし」と記入してください。過去の書類がなく、その内容を確認できない場合には、改めて書類作成してください。
その内容に変更がないことの確認欄



様式第六号（第九条の二関係）
（第１面）
	産業廃棄物収集運搬業許可申請書
　　年　　月　　日
三　重　県　知　事　殿

　

申請者　〒
住　所　
氏　名　
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
電話番号　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
  廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条第１項の規定により、産業廃棄物収集運搬業の許可を受けたいので、関係書類及び図面を添えて申請します。

	事業の範囲（取り扱う産業廃棄物の種類（当該産業廃棄物に石綿含有産業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物又は水銀含有ばいじん等が含まれる場合は、その旨を含む。）及び積替え又は保管を行うかどうかを明らかにすること。）
	

	事務所及び事業場の所在地
	事務所
電話番号

	
	事業場
電話番号

	事業の用に供する施設の
種類及び数量
	

	積替え又は保管を行う場合には、積替え又は保管を行うすべての場所の所在地及び面積並びに当該場所ごとにそれぞれ積替え又は保管を行う産業廃棄物の種類（当該産業廃棄物に石綿含有産業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物又は水銀含有ばいじん等が含まれる場合は、その旨を含む。）、積替えのための保管上限及び積み上げることができる高さ
	

	※事　務　処　理　欄
	


（日本工業規格  Ａ列４番）
（第２面）

	既に処理業の許可（他の都道府県のものを含む。）を有している場合はその許可番号（申請中の場合には、申請年月日）
	都道府県・市区名
	許　　　　可　　　　番　　　　号

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	申請者（個人である場合）

	
	(ふりがな)
氏　　　名
	生年月日
	本　　　　　　　　　　　　　　　籍

	
	
	
	住　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	（法人である場合）

	
	（　ふ　り　が　な　）
名　　　　　　称
	住　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	

	法定代理人（申請者が法第14条第５項第２号ハに規定する未成年者である場合）

	
	(ふりがな)
氏　　　名
	生年月日
	本　　　　　　　　　　　　　　　籍

	
	
	
	住　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	役員（申請者が法人である場合）

	
	(ふりがな)
氏　　　名
	生年月日
	本　　　　　　　　　　　　　　　籍

	
	
	役職名・呼称
	住　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（第３面）
	発行済株式総数の100分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の100分の５以上の額に相当する出資をしている者（申請者が法人である場合において、当該株主又は出資をしている者があるとき）

	
	発行済株式の総数
	株
	出資の額
	

	
	(ふりがな)
氏名又は名称
	生年月日
	保有する株式の数又は出資の金額
	本　　　　　　　　　　籍

	
	
	
	割合
	住　　　　　　　　　　所

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	令第６条の10に規定する使用人（申請者に該当使用人がある場合）

	
	(ふりがな)
氏　　　名
	生年月日
	本　　　　　　　　　　　　　　　籍

	
	
	役職名・呼称
	住　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	備　考
1　※欄は記入しないこと。

2　「法定代理人」の欄から「令第6条の10に規定する使用人」までの各欄については、該当するすべての者を記載することとし、記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を添付すること。

3　「役員」の欄に記載する役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。

4　都道府県知事が定める部数を提出すること。

	※手数料欄


様式第十号（第十条の九関係）
（第１面）
	産業廃棄物処理業の事業範囲変更許可申請書
　　年　　月　　日
三　重　県　知　事　殿
　

申請者　〒
住　所　
氏　名　

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
電話番号　
    廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の２第１項の規定により、産業廃棄物収集運搬業の事業範囲の変更の許可を受けたいので、関係書類及び図面を添えて申請します。

	許可の年月日及び許可番号
	年　　　月　　　日　　第　　　　　　号

	収集運搬業・処分業の区分
	

	許可に係る事業の範囲（収集運搬業にあっては、取り扱う産業廃棄物の種類（当該産業廃棄物に石綿含有産業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物又は水銀含有ばいじん等が含まれる場合は、その旨を含む。）及び積替え又は保管を行うかどうか、処分業にあっては、処分の方法ごとに区分して取り扱う産業廃棄物の種類（当該産業廃棄物に石綿含有産業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物又は水銀含有ばいじん等が含まれる場合は、その旨を含む。）を記載すること。）
	

	変更の内容
	

	変更理由
	

	変更に係る事業の用に供する施設の種類、数量、設置場所、設置年月日、処理能力、許可年月日及び許可番号（産業廃棄物処理施設の設置の許可を受けている場合に限る。）
	

	変更に係る事業の用に供する施設の処理方式、構造及び設備の概要
	

	※事　務　処　理　欄
	


（日本工業規格  Ａ列４番）
（第２面）
	申請者（個人である場合）

	
	(ふりがな)
氏　　　名
	生年月日
	本　　　　　　　　　　　　　　　籍

	
	
	
	住　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	（法人である場合）

	
	（　ふ　り　が　な　）
名　　　　　　称
	住　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	

	法定代理人（申請者が法第14条第５項第２号ハに規定する未成年者である場合）

	
	(ふりがな)
氏　　　名
	生年月日
	本　　　　　　　　　　　　　　　籍

	
	
	
	住　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	法第14条第５項第２号ニに規定する役員（申請者が法人である場合）

	
	(ふりがな)
氏　　　名
	生年月日
	本　　　　　　　　　　　　　　　籍

	
	
	役職名・呼称
	住　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（第３面）
	発行済株式総数の100分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の100分の５以上の額に相当する出資をしている者（申請者が法人である場合において、当該株主又は出資をしている者があるとき）

	
	発行済株式の総数
	株
	出資の額
	

	
	(ふりがな)
氏名又は名称
	生年月日
	保有する株式の数又は出資の金額
	本　　　　　　　　　　籍

	
	
	
	割合
	住　　　　　　　　　　所

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	令第６条の10に規定する使用人（申請者に該当使用人がある場合）

	
	(ふりがな)
氏　　　名
	生年月日
	本　　　　　　　　　　　　　　　籍

	
	
	役職名・呼称
	住　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	備　考
1　※欄は記入しないこと。
2　「法定代理人」の欄から「令第6条の10に規定する使用人」までの各欄については、変更のあった者をすべて記載することとし、記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を添付すること。

3　「役員」の欄に記載する役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。
4　都道府県知事が定める部数を提出すること。

	※手数料欄


様式第十二号（第十条の十二関係）
（第１面）
	特別管理産業廃棄物収集運搬業許可申請書
　　年　　月　　日
三　重　県　知　事　殿

　

申請者　〒
住　所　
氏　名　
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
電話番号　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
  廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の４第１項の規定により、特別管理産業廃棄物収集運搬業の許可を受けたいので、関係書類及び図面を添えて申請します。

	事業の範囲（取り扱う産業廃棄物の種類及び積替え又は保管を行うかどうかを明らかにすること。）
	

	事務所及び事業場の所在地
	事務所
電話番号

	
	事業場
電話番号

	事業の用に供する施設の
種類及び数量
	

	積替え又は保管を行う場合には、積替え又は保管を行うすべての場所の所在地及び面積並びに当該場所ごとにそれぞれ積替え又は保管を行う特別管理産業廃棄物の種類、積替えのための保管上限及び積み上げることができる高さ
	

	※事　務　処　理　欄
	


（日本工業規格  Ａ列４番）
（第２面）

	既に処理業の許可（他の都道府県のものを含む。）を有している場合はその許可番号（申請中の場合には、申請年月日）
	都道府県・市区名
	許　　　　可　　　　番　　　　号

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	申請者（個人である場合）

	
	(ふりがな)
氏　　　名
	生年月日
	本　　　　　　　　　　　　　　　籍

	
	
	
	住　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	（法人である場合）

	
	（　ふ　り　が　な　）
名　　　　　　称
	住　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	

	法定代理人（申請者が法第14条第５項第２号ハに規定する未成年者である場合）

	
	(ふりがな)
氏　　　名
	生年月日
	本　　　　　　　　　　　　　　　籍

	
	
	
	住　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	役員（申請者が法人である場合）

	
	(ふりがな)
氏　　　名
	生年月日
	本　　　　　　　　　　　　　　　籍

	
	
	役職名・呼称
	住　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（第３面）
	発行済株式総数の100分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の100分の５以上の額に相当する出資をしている者（申請者が法人である場合において、当該株主又は出資をしている者があるとき）

	
	発行済株式の総数
	株
	出資の額
	

	
	(ふりがな)
氏名又は名称
	生年月日
	保有する株式の数又は出資の金額
	本　　　　　　　　　　籍

	
	
	
	割合
	住　　　　　　　　　　所

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	令第６条の10に規定する使用人（申請者に該当使用人がある場合）

	
	(ふりがな)
氏　　　名
	生年月日
	本　　　　　　　　　　　　　　　籍

	
	
	役職名・呼称
	住　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	備　考
1　※欄は記入しないこと。

2　「法定代理人」の欄から「令第6条の10に規定する使用人」までの各欄については、該当するすべての者を記載することとし、記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を添付すること。

3　「役員」の欄に記載する役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。

4　都道府県知事が定める部数を提出すること。

	※手数料欄


様式第十号（第十条の九関係）
（第１面）
	特別管理産業廃棄物処理業の事業範囲変更許可申請書
　　年　　月　　日
三　重　県　知　事　殿
　

申請者　〒
住　所　
氏　名　

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
電話番号　
    廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の５第１項の規定により、特別管理産業廃棄物収集運搬業の事業範囲の変更の許可を受けたいので、関係書類及び図面を添えて申請します。

	許可の年月日及び許可番号
	年　　　月　　　日　　第　　　　　　号

	収集運搬業・処分業の区分
	

	許可に係る事業の範囲（収集運搬業にあっては、取り扱う産業廃棄物の種類及び積替え又は保管を行うかどうか、処分業にあっては、処分の方法ごとに区分して取り扱う産業廃棄物の種類を記載すること。）
	

	変更の内容
	

	変更理由
	

	変更に係る事業の用に供する施設の種類、数量、設置場所、設置年月日、処理能力、許可年月日及び許可番号（産業廃棄物処理施設の設置の許可を受けている場合に限る。）
	

	変更に係る事業の用に供する施設の処理方式、構造及び設備の概要
	

	※事　務　処　理　欄
	


（日本工業規格  Ａ列４番）
（第２面）
	申請者（個人である場合）

	
	(ふりがな)
氏　　　名
	生年月日
	本　　　　　　　　　　　　　　　籍

	
	
	
	住　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	（法人である場合）

	
	（　ふ　り　が　な　）
名　　　　　　称
	住　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	

	法定代理人（申請者が法第14条第５項第２号ハに規定する未成年者である場合）

	
	(ふりがな)
氏　　　名
	生年月日
	本　　　　　　　　　　　　　　　籍

	
	
	
	住　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	法第14条第５項第２号ニに規定する役員（申請者が法人である場合）

	
	(ふりがな)
氏　　　名
	生年月日
	本　　　　　　　　　　　　　　　籍

	
	
	役職名・呼称
	住　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（第３面）
	発行済株式総数の100分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の100分の５以上の額に相当する出資をしている者（申請者が法人である場合において、当該株主又は出資をしている者があるとき）

	
	発行済株式の総数
	株
	出資の額
	

	
	(ふりがな)
氏名又は名称
	生年月日
	保有する株式の数又は出資の金額
	本　　　　　　　　　　籍

	
	
	
	割合
	住　　　　　　　　　　所

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	令第６条の10に規定する使用人（申請者に該当使用人がある場合）

	
	(ふりがな)
氏　　　名
	生年月日
	本　　　　　　　　　　　　　　　籍

	
	
	役職名・呼称
	住　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	備　考
1　※欄は記入しないこと。
2　「法定代理人」の欄から「令第6条の10に規定する使用人」までの各欄については、変更のあった者をすべて記載することとし、記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を添付すること。

3　「役員」の欄に記載する役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。
4　都道府県知事が定める部数を提出すること。

	※手数料欄


（第１面）
様式１－１
	事業計画の概要
１．事業の全体計画（変更許可申請時には変更部分を明確にして記載すること）

　①　事業の概要
　②　営業範囲
２．取り扱う（特別管理）産業廃棄物の種類及び運搬量等

	
	（特別管理）
産業廃棄物

の　種　類
	運搬量

(t/月又は
ｍ3/月)
	性状
	予定排出事業場の名称及び所在地
	積替え又は保管を行う
場合には積替え又は保
管を行う場所の所在地
	予定運搬先の名称及び所在地
（処分場の名称及び所在地）

	１
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	
	

	１０
	
	
	
	
	
	

	備考  取り扱う産業廃棄物の種類ごとに記載すること。

	


金属等を含む特定有害産業廃棄物取扱一覧表
金属等を含む特定有害産業廃棄物を取り扱う場合は、取り扱う特定有害産業廃棄物に含まれる金属等の種類に○をつけてください。

	
	
	燃え殻
	汚泥
	廃油
	廃酸
	廃アルカリ
	鉱さい
	ばいじん

	1
	アルキル水銀化合物
	
	
	
	
	
	
	

	
	水銀又はその化合物 
	
	
	
	
	
	
	

	2
	カドミウム又はその化合物 
	
	
	
	
	
	
	

	3
	鉛又はその化合物 
	
	
	
	
	
	
	

	4
	有機燐化合物 
	
	
	
	
	
	
	

	5
	六価クロム化合物 
	
	
	
	
	
	
	

	6
	砒素又はその化合物 
	
	
	
	
	
	
	

	7
	シアン化合物 
	
	
	
	
	
	
	

	8
	ＰＣＢ 
	
	
	
	
	
	
	

	9
	トリクロロエチレン 
	
	
	
	
	
	
	

	10
	テトラクロロエチレン 
	
	
	
	
	
	
	

	11
	ジクロロメタン 
	
	
	
	
	
	
	

	12
	四塩化炭素 
	
	
	
	
	
	
	

	13
	1,2-ジクロロエタン 
	
	
	
	
	
	
	

	14
	1,1-ジクロロエチレン 
	
	
	
	
	
	
	

	15
	シス-1,2-ジクロロエチレン 
	
	
	
	
	
	
	

	16
	1,1,1-トリクロロエタン 
	
	
	
	
	
	
	

	17
	1,1,2-トリクロロエタン 
	
	
	
	
	
	
	

	18
	1,3-ジクロロプロペン 
	
	
	
	
	
	
	

	19
	チウラム 
	
	
	
	
	
	
	

	20
	シマジン 
	
	
	
	
	
	
	

	21
	チオベンカルブ 
	
	
	
	
	
	
	

	22
	ベンゼン 
	
	
	
	
	
	
	

	23
	セレン又はその化合物 
	
	
	
	
	
	
	

	24
	1,4-ジオキサン 
	
	
	
	
	
	
	

	25
	ダイオキシン類 
	
	
	
	
	
	
	


※グレー塗りの部分には○をつけないでください。
※引火性廃油、腐食性廃酸、腐食性アルカリを取り扱う場合は、様式１－１に記載が必要です。
（第２面）
様式１－２(1)

	３．運搬施設の概要

 (1) 運搬車両一覧

	
	車体の形状
	自動車登録番号

又は車両番号
	最大積載量

（kg）
	所有者又は使用者
	備考

	１
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	

	事務所の所在地
	

	駐車場の所在地
	

	 (2) その他の運搬施設の概要

	運搬容器等の名称
	用　　途
	容　　量
	備　　考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（第３面）
様式１－２(2)
	(3) 積替施設又は保管施設の概要



	


（第４面）
様式１－３
	４．収集運搬業務の具体的な計画（車両毎の用途、収集運搬業務を行う時間、休業日及び従業員数を含む。）

（１）車両毎の用途
（２）収集運搬業務を行う時間
（３）休業日
従業員数の内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日現在

	

	申請者又は申請者の登記上の役員

	政令第6条の10で
準用する第4条の7
に規定する使用人
	相談役、顧問等申請者の登記外の役員
	事務員
	運転手
	作業員
	その他
	合　　計

	　　　　　人
	　　　　　人
　　　　
	　　　　　　
人
	　　　人
	　　　人
	　　　人
	　　　人
	　　　　人


（第５面）
様式１－４
	５．環境保全措置の概要（運搬に際し講ずる措置、積替施設又は保管施設において講ずる措置を含む。）

（１）運搬に際し講ずる措置

（２）積替施設又は保管施設において講ずる措置
（３）その他


	


　　　　年　　月　　日
三重県知事　殿
（申請者）住　所　
　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ふりがな
                                            　    氏　名　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                         （法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
「産業廃棄物収集運搬業許可証」の事業の範囲の表記変更に関する申出書
　廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令の一部を改正する政令（平成27年政令第376号）及び廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則の一部を改正する省令（平成29年環境省令第10号）の施行に伴い、水銀使用製品産業廃棄物又は水銀含有ばいじん等の処理に関し明示する必要があることから、下記のとおり、関係書類を添えて申し出ます。
記
１　許可証の取り扱う産業廃棄物の種類に次の記載を追加することを申し出ます。

	記載追加の内容

	１　「（上記品目は、水銀使用製品産業廃棄物を除く。）」
２　「（上記品目は、水銀使用製品産業廃棄物を含む。）」


取り扱う水銀使用製品産業廃棄物の製品名と製品を構成する品目は以下のとおり。

	水銀回収義務のある水銀使用製品産業廃棄物の有無

	１　水銀の回収が義務付けられているものを含みます。
２　水銀の回収が義務付けられているものを含みません。


２　許可証の取り扱う産業廃棄物の種類に次の記載を追加することを申し出ます。

	産業廃棄物の種類
	記載追加の内容

	燃え殻
	１　「（水銀含有ばいじん等を除く。）」
２　「（水銀含有ばいじん等を含む。）」

	汚泥
	１　「（水銀含有ばいじん等を除く。）」
２　「（水銀含有ばいじん等を含む。）」

	廃酸
	１　「（水銀含有ばいじん等を除く。）」
２　「（水銀含有ばいじん等を含む。）」

	廃アルカリ
	１　「（水銀含有ばいじん等を除く。）」
２　「（水銀含有ばいじん等を含む。）」

	鉱さい
	１　「（水銀含有ばいじん等を除く。）」
２　「（水銀含有ばいじん等を含む。）」

	ばいじん
	１　「（水銀含有ばいじん等を除く。）」
２　「（水銀含有ばいじん等を含む。）」


	水銀回収義務のある水銀含有ばいじん等の有無

	１　水銀の回収が義務付けられているものを含みます。
２　水銀の回収が義務付けられているものを含みません。


（第６面）

様式２

運搬車両の写真

	自動車登録番号又は車両番号
	

	前
面
写
真
	写真を貼付

（自動車登録番号又は車両番号が確実に読みとれること）



	側
面
写
真

	写真を貼付

（産業廃棄物収集運搬業車の表示があることが判別できること）



	
	
	撮影
	　　　　年　　　月　　　日


（第７面）

様式３
運搬容器等の写真
	運搬容器等の名称
	
	用途
	

	

	
	撮影
	年　　　月　　　日


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	運搬容器等の名称
	
	用途
	

	

	
	撮影
	年　　　月　　　日


（第10面）

様式４
誓　約　書
申請者は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第14条第５項第２号イからヘに該当しない者であることを誓約します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
三重県知事　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者

住所　
氏名　
（法人にあっては名称及び代表者の氏名）
                              　 　　　　　　　　　

（第８面）
様式５
	事業の開始に要する資金の総額及びその資金の調達方法

	内　　　訳
	金　　　　　額（千円）

	事業の開始に要する

資金の総額
	

	
	施設整備資金
	

	
	（施設名称等）
	

	
	売上原価
	

	
	販売費及び

一般管理費
	

	
	借入金返済
	

	
	維持管理積立金
	

	
	その他必要資金
	

	
	（用途）
	

	調

達

方

法

	売上金
	

	
	借入金
	

	
	（借入先名）
（借入条件）
	借入先：
利率：
返済期間：
年間返済額：


	
	その他資金調達
	

	
	（調達方法）
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	備考  内訳欄の事項については、事業計画に応じ適宜変更すること

	


（第９面）
様式６
	資 産 に 関 す る 調 書（個人用）
　　年　　月　　日現在

	資産の種別
	内　　容
	数　　量
	価格、金額（千円）

	現金預金
	
	
	

	有価証券
	
	
	

	未収金
	
	
	

	売掛金
	
	
	

	受取手形
	
	
	

	土地
	
	
	

	建物
	
	
	

	備品
	
	
	

	車両
	
	
	

	その他
	
	
	

	
	
	
	

	資　　　産　　　計
	

	負債の種別
	内　　容
	数　　量
	価格、金額（千円）

	長期借入金
	
	
	

	短期借入金
	
	
	

	未払金
	
	
	

	預り金
	
	
	

	前受金
	
	
	

	買掛金
	
	
	

	支払手形
	
	
	

	その他
	
	
	

	
	
	
	

	負　　　債　　　計
	

	
	


書式１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
収支・資金計画書（法人用）
	収支計画
	
	
	
	
	
	（単位：　　千円）

	　
	　

	
	直前期
	１年後
	２年後
	３年後
	４年後
	５年後

	Ａ売上高
	産業廃棄物部門売上高
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	その他売上高
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	小計（内訳は書式３による）
	
	
	
	
	
	

	Ｂ売上原価
	外注費
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	労務費
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	減価償却費
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	維持管理積立金
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	その他
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	小計
	
	
	
	
	
	

	Ｃ売上総利益（Ａ－Ｂ）
	　
	　
	　
	　
	　
	

	Ｄ販売管理費
	役員報酬
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	人件費
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	減価償却費
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	その他
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	小計
	
	
	
	
	
	

	Ｅ営業利益(Ｃ－Ｄ）
	
	
	
	
	
	

	Ｆ営業外収益
	　
	　
	　
	　
	　
	

	Ｇ営業外費用
	　
	　
	　
	　
	　
	

	Ｈ経常利益（Ｅ＋Ｆ－Ｇ）
	
	
	
	
	
	

	Ｉ特別利益
	　
	　
	　
	　
	　
	

	Ｊ特別損失
	　
	　
	　
	　
	　
	

	Ｋ税引前当期純利益（Ｈ+Ｉ-Ｊ）
	　
	　
	　
	　
	　
	

	Ｌ法人税、住民税及び事業税
	　
	　
	　
	　
	　
	

	Ｍ当期純利益（Ｋ－Ｌ）
	　
	　
	　
	　
	　
	

	Ｎ前期繰越利益
	　
	　
	　
	　
	　
	

	Ｏ当期未処分利益
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	資金計画
	
	
	
	
	
	
	

	①前期繰越金
	
	
	
	
	
	

	②償却前利益（Ｍ＋減価償却費）
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	③借入実行額
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	④その他資金調達
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	⑤設備投資支払額
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	⑥借入金返済額
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	⑦次期繰越金（①＋②＋③＋④－⑤－⑥）
	
	
	
	
	
	


	改善に向けた具体策
	

	項目
	実績評価
	改善内容

	純資産
	　
	

	売上高
	　
	

	売上原価
	　
	

	経費
	
	

	その他
	　
	


書式２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
収支・資金計画書（個人用）

収支計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：　　円）

	　
	　

	
	直前期
	１年後
	２年後
	３年後
	４年後
	５年後

	Ａ
	売上高
	
	
	
	
	
	

	Ｂ
	売上原価
	
	
	
	
	
	

	Ｃ
	売上利益（Ｃ＝Ａ－Ｂ）
	
	
	
	
	
	

	Ｄ
	その他収入
	
	
	
	
	
	

	Ｅ
	その他経費
	
	
	
	
	
	

	Ｆ
	差引利益（Ｆ＝Ｃ＋Ｄ－Ｅ）
	
	
	
	
	
	

	Ｇ
	各種引当金・準備金等繰戻額等
	
	
	
	
	
	

	Ｈ
	各種引当金・準備金等繰入額等
	
	
	
	
	
	

	Ｉ
	所得額（Ｉ＝Ｆ＋Ｇ－Ｈ）
	
	
	
	
	
	


	資金計画
	
	
	
	
	
	
	

	①前期繰越金
	
	
	
	
	
	

	②税引後所得金額
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	③借入実行額
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	④その他資金調達
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	⑤設備投資支払額
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	⑥借入金返済額
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	⑦次期繰越金（①＋②＋③＋④－⑤－⑥）
	
	
	
	
	
	


改善に向けた具体策

	項目
	実績評価
	改善内容

	純資産
	　
	

	売上高
	　
	

	売上原価
	　
	

	経費
	　
	

	その他
	　
	


書式３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
売上高内訳書

＜１年度目＞

	産業廃棄物処理業等
	品目
	取扱量
	単価（円）
	売上額（円）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	小計
	

	その他事業
	事業内容
	売上額（円）

	
	
	

	
	
	

	
	小計
	

	合計
	


＜２年度目＞

	産業廃棄物処理業等
	品目
	取扱量
	単価（円）
	売上額（円）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	小計
	

	その他事業
	事業内容
	売上額（円）

	
	
	

	
	
	

	
	小計
	

	合計
	


＜３年度目＞

	産業廃棄物処理業等
	品目
	取扱量
	単価（円）
	売上額（円）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	小計
	

	その他事業
	事業内容
	売上額（円）

	
	
	

	
	
	

	
	小計
	

	合計
	


＜４年度目＞

	産業廃棄物処理業等
	品目
	取扱量
	単価（円）
	売上額（円）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	小計
	

	その他事業
	事業内容
	売上額（円）

	
	
	

	
	
	

	
	小計
	

	合計
	


＜５年度目＞

	産業廃棄物処理業等
	品目
	取扱量
	単価（円）
	売上額（円）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	小計
	

	その他事業
	事業内容
	売上額（円）

	
	
	

	
	
	

	
	小計
	

	合計
	


	事業者名称　　　　　　　　　　　　　　　
　上記事業者の事業計画について、次の観点から診断を行った。

	改善策
	· 直前３年の実績評価における赤字及び債務超過等の要因説明が、直前３年　の決算書に照らして合理的な内容となっていること
· 改善内容が、直前３年の事業評価における赤字及び債務超過等の要因をふ　まえた内容であり、また、過去の決算書及び今後の事業の見通しに照らして妥当な内容となっていること

	収支計画
	· 売上高及び経費は、直前３年の決算書における実績額に照らして妥当なものであること
· 売上高は、有する許認可施設等の能力、人員等からみて妥当な業務量等により見込まれたものであること
· 前期比１５％を超える売上高伸び率となる収益性が確保できる事業が存在し、その収益額が妥当であること
· 処理単価は、著しく妥当性を欠くような価格となっていないこと
· 適正な処理や維持管理のための費用が妥当な金額で経費として見込まれて　いること
· 施設整備のための費用、未処理の廃棄物の適正な処理に要する費用、処理　　後の廃棄物の処分委託費用、埋立処分終了後の維持管理に要する費用等が　見込まれていること

· 処理後の再生品の売却による収益が見込まれている場合には、具体的な売却先が明確であり、売却数量、売却価格等が著しく妥当性を欠くようなものとなっていないこと

· 廃棄物処理業以外の事業がある場合、廃棄物処理部門とそれ以外の部門の　計画を別に作成していること

	資金計画
	· 設備投資の計画がある場合、施設の設置、改修、更新等の今後の設備投資の見通しに沿ったものであること
· 借入金により資金を調達する場合には、借入先、借入条件等が明らかになっていること
＜提出を求めた書類＞
・
・
· 現に有している借入先の返済について、今後の返済の見通しが妥当なものであること
＜提出を求めた書類＞
・
・

	中小企業診断士　　　　　　　　　　　


様式第十一号(第十条の十関係)

	産業廃棄物処理業
	廃止

変更
	届出書

	　　年　　月　　日
　三重県知事　殿

届出者　　　　　　　　　　　　　　　　　　
住所　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
(法人にあっては、名称及び代表者の氏名)

電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　年　　月　　日付け第　　号で許可を受けた産業廃棄物処理業に係る以下の事項

	について
	廃止

変更
	したので、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第14条の2第3項において準用

	する同法第7条の2第3項の規定により、関係書類等を添えて届け出ます。

	　
	新
	旧

	廃止した事業又は変更した事項の内容(規則第10条の10第1項第2号に掲げる事項を除く。)
	　
	　

	変更した事項の内容(規則第10条の10第1項第2号に掲げる事項)

	　
	（変更内容が法人に係るものである場合）※法定代理人、株主及び出資をしている者の変更

	
	(ふりがな)
名　　　　　称


	住所

	
	
	

	
	（変更内容が個人に係るものである場合）※法定代理人、役員（法定代理人が法人である場合の当該法人の役員を含む）、株主、出資をしている者及び使用人の変更

	
	(ふりがな)

氏　　　名
	生 年 月 日
	　　　　　本　　　　　　　　　　　籍

	
	
	役職名・呼称
	　　　　　住　　　　　　　　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	廃止又は変更の理由
	

	備考
　1　この届出書は、廃止又は変更の日から10日（法人で規則第10条の10第3項第1号又は第2号の規定により登記事項証明書を添付すべき場合にあっては、30日）以内に提出すること。
　2　各欄にその記載事項のすべてを記載することができないときは、同欄に「別紙のとおり」と記載し、この様式の例により作成した書面を添付すること。


(日本工業規格　Ａ列４番)

様式第十七号(第十条の二十三関係)

	特別管理産業廃棄物処理業
	廃止

変更
	届出書

	　　年　　月　　日
　三重県知事　殿

届出者　　　　　　　　　　　　　　　　　　
住所　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
(法人にあっては、名称及び代表者の氏名)

電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　年　　月　　日付け第　　　 号で許可を受けた特別管理産業廃棄物処理業に係る

	以下の事項について
	廃止

変更
	したので、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第14条の5第3項に

	おいて準用する同法第7条の2第3項の規定により、関係書類等を添えて届け出ます。

	　
	新
	旧

	廃止した事業又は変更した事項の内容(規則第10条の23第1項第2号に掲げる事項を除く。)
	　
	　

	変更した事項の内容(規則第10条の23第1項第2号に掲げる事項)

	　
	（変更内容が法人に係るものである場合）※法定代理人、株主及び出資をしている者の変更

	
	(ふりがな)
名　　　　　称


	住所

	
	
	

	
	（変更内容が個人に係るものである場合）※法定代理人、役員（法定代理人が法人である場合の当該法人の役員を含む）、株主、出資をしている者及び使用人の変更



	
	(ふりがな)

氏　　　名
	生 年 月 日
	　　　　　本　　　　　　　　　　　籍

	
	
	役職名・呼称
	　　　　　住　　　　　　　　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	廃止又は変更の理由
	

	備考
　1　この届出書は、廃止又は変更の日から10日（法人で規則第10条の23第3項第1号又は第2号の規定により登記事項証明書を添付すべき場合にあっては、30日）以内に提出すること。
　2　各欄にその記載事項のすべてを記載することができないときは、同欄に「別紙のとおり」と記載し、この様式の例により作成した書面を添付すること。


(日本工業規格　Ａ列４番)
様式７
	役員・株主等新旧対照表



	新（変更後）


	旧（変更前）



	 役職名


	ふ　り　が　な
氏　　　　　名
	 変更の
 内　容
	 役職名


	ふ　り　が　な
氏　　　　　名
	 変更の
 内　容

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※注意事項
1 役員（監査役を含む）、５％以上の株主・出資者、政令第６条の10で定める使用人、法定代理人の変更内容を記載すること。
2 氏名には必ずふりがなを記載すること。
3 新・旧の欄には、変更後・変更前のすべての役員等を記載すること。
4 変更の内容欄には、新任・退任の別を記載すること。
様式８
運搬車両一覧表
	
	車体の形状
	自動車登録番号又は車両番号
	変更の内容

	１
	
	
	

	２
	
	
	

	３
	
	
	

	４
	
	
	

	５
	
	
	

	６
	
	
	

	７
	
	
	

	８
	
	
	

	９
	
	
	

	10
	
	
	

	11
	
	
	

	12
	
	
	

	13
	
	
	

	14
	
	
	

	15
	
	
	

	16
	
	
	

	17
	
	
	

	18
	
	
	

	19
	
	
	

	20
	
	
	

	21
	
	
	

	22
	
	
	

	23
	
	
	

	24
	
	
	

	25
	
	
	


※注意事項
1 一覧には、変更のない車両（引き続き使用している車両）を含めたすべての車両を記載すること。
2 車体の形状には自動車検査証の「車体の形状」を記載すること。
3 変更の内容欄には追加・廃止の別を記載すること。（変更のない車両については、空欄とすること。）
（第６面）

様式２

運搬車両の写真

	自動車登録番号又は車両番号
	

	前
面
写
真
	写真を貼付

（自動車登録番号又は車両番号が確実に読みとれること）



	側
面
写
真

	写真を貼付

（産業廃棄物収集運搬業車の表示があることが判別できること）



	
	
	撮影
	　　　　年　　　月　　　日


様式９
	（特別管理）産業廃棄物処理業に係る特定欠格要件該当届出書

                                           　　　　　         　　年　　月　　日
   三重県知事　殿
                                        届出者　〒
                                                住　所　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ふりがな

                                                氏　名　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                              （法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
                                                電話番号　

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第14条の２第３項（第14条の５第３項）において準用する同法第７条の２第４項（第７条の２第５項）の規定により、欠格要件に該当するに至ったので、下記のとおり届け出ます。
記

許可の年月日及び許可番号
該当するに至った欠格要件

法第１４条第５項第２号

　　イ　　ハ　　ニ　　ホ　（いずれかを○で囲む）
当該欠格要件に該当するに至った具体的事由

当該欠格要件に該当するに至った年月日

　　　　　年　　　月　　　日
（備考）
１　該当するに至った欠格要件は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「法」という。）第14条第５項第２号のイ（法第７条第５項第４号のイ又はチに係るものを除く。）又は第14条の第５項第２号のハからホまで（同法第７条第５項第４号のイ若しくはチ又は第14条第５項第２号のロに係るものを除く。）のうち該当するに至ったものを記入すること。
２　法第14条の２第３項及び第14条の５第３項において準用する法第７条の２第５項の規定による届出にあっては、「許可の年月日及び許可番号」の欄のみ記入し、欠格要件に該当するに至ったことが確認できる書類を添付すること。
３　この届出書は、法第14条の２第３項及び第14条の５第３項において準用する法第７条の２第４項の規定による届出にあっては欠格要件に該当するに至った日から２週間以内に、法第14条の２第３項及び第14条の５第３項において準用する法第７条の２第５項の規定による届出にあっては欠格要件に該当するに至った後遅滞なく提出すること。


�





更新申請において、その内容に変更がない場合は、「△」の書類を省略できます。


※詳細は手引Ｐ20をご覧ください。





先行許可制度を活用した場合は、「▲」の書類を省略できます。


※詳細は手引Ｐ７をご覧ください。





・講習会修了者は適切な者か。


該当�
�
�
�
法人の場合、役員（監査役を除く）�
�
�
個人の場合、申請者�
�
�
上記の他、政令で定める使用人�
�






（個人の場合）


�
（どちらかに〇を付けて


ください。）�
�
直前期の


資産状況�
資産 ・ 負債�
�
*資産・負債のいずれか大きい方を選択してください。�
�
�
�
直前３年の


所得税の


納税状況�
あり　・　なし�
�
*「なし」とは、毎年納税が発生していない（０円）


ことをいいます。�
�
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